
 

中央区地域の魅力発掘・発信事業補助金交付要綱 

 

令和６年１２月６日  

６中企広第２４９号  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、中央区（以下「区」という。）の区域内（以下「区内」

という。）の団体が実施する、歴史文化資源の魅力を自ら発掘し、発信する

新たな取組に要する経費について、その一部を予算の範囲内で補助すること

により、区制施行８０周年に向けたシティプロモーションを推進し、もって

区の魅力向上と区民等の地域への誇りや愛着の醸成に寄与することを目的と

する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「歴史文化資源」とは、区にゆかりのある歴史上の

人物、旧跡等の地域や文化を形成してきた貴重な価値を持つ資源（文化財保

護法（昭和２５年法律第２１４号）第２条及び中央区文化財保護条例（昭和

６３年４月中央区条例第２９号）第２条第１号に規定する文化財に限らな

い。）をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象者」という。）は、

区内に事務所等の活動拠点を有する団体であって、次の各号のいずれかに該

当するものとする。 

(1) 町会、自治会及び連合町会 

(2) 次に掲げる商店街 

ア 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）第２条第１項に規定

する商店街振興組合である商店街 

イ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条第１号に

掲げる事業協同組合である商店街（業種別団体を除く。） 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、次の(ｱ)から(ｳ)までのいずれにも該当

するもので、区内の商業振興に寄与すると区長が認めるもの 

(ｱ) 小売商業又はサービス業に属する事業を営む者が近接して事業を営

んでいること。 

(ｲ) 組織的な活動を行うための規約、会則等を有していること。 

(ｳ) 独立した会計を行っていること。 

(3) 区内で組織された商店街の連合会 

(4) 次に掲げる団体であって、第２号ウ(ｲ)及び(ｳ)に掲げる要件のいずれに

も該当するもの 

ア 第１号から前号までに掲げるものが構成員となる実行委員会、地域団

体等（以下「実行委員会等」という。） 

イ 第１号から前号までに掲げるものと連携して事業を行う区内の団体

（以下「団体等」という。） 



ウ 第１条に規定する事業の目的の達成に資すると区長が認める団体 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、補助対

象者としない。 

(1) 国及び地方公共団体並びにこれらが出資する団体 

(2) 中央区暴力団排除条例（平成２４年３月中央区条例第８号）第３条第

１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員若しくは同条

第３号に規定する暴力団関係者に該当する者が所属する団体（これらの

団体が構成員となる実行委員会等を含む。） 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、補助対象者が主体となって実施する、歴史文化資源の魅力を自ら発掘

し、区民等に広く発信する事業であって、区民等の地域への誇りや愛着の醸

成に資する事業とする。 

２ 補助対象事業は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 区内で実施されるものであること。 

(2) 第８条第１項に規定する交付の決定（以下「交付決定」という。）の日

から当該年度の末日までの期間に実施し、かつ、完了するものであるこ

と。 

(3) 新たに実施する事業又は新たな展開を伴う既存事業（新たに展開する部

分のみを対象とする。）であること。 

(4) 事業計画、資金計画等が目的を達するために適切であり、かつ、十分な

効果が期待できるものであること。 

(5) 営利活動、政治活動又は宗教活動を目的とするものでないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、補助対象事業の実施に要する費用のうち、次に掲げるものとする。 

(1) 出演者、講師等の報償費 

(2) 交通費 

(3) 消耗品等購入費 

(4) 印刷・製本費 

(5) 通信運搬費 

(6) 広告費 

(7) 保険料 

(8) 委託料 

(9) 使用料及び賃借料 

(10) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める費用 

（補助金の交付額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費から寄附金、協賛金、参加者負担金等の

収入額を控除して得た額に６分の５を乗じて得た額とし、１００万円を限度

とする。この場合において、１，０００円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 



第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別

記第１号様式による補助金交付申請書に次に掲げる書類を添えて、補助対象

事業を開始する日のおおむね１５日前又は別に定める日のいずれか早い日ま

でに申請しなければならない。 

(1) 別記第２号様式による事業計画書 

(2) 別記第３号様式による事業収支計画書 

(3) 企画書その他の事業の概要を示す書類 

(4) 団体の定款、寄附行為、規約、会則又はこれらに類する書類 

(5) 活動実績、機関紙その他の団体の活動概要を示す書類 

(6) 実行委員会等又は団体等の場合にあっては、組織体制表及び構成員名簿 

(7) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付申請は、１会計年度につき１回とする。 

３ 複数の補助対象者が共催等により実施する補助対象事業については、当該

補助対象者のうち、１の団体が代表して申請する。 

（補助金の交付決定） 

第８条 区長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審

査し、補助金を交付することとしたときは、別記第４号様式による補助金交

付決定通知書により、当該申請者に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による審査の結果、補助金を交付しないこととしたと

きは、別記第５号様式による補助金不交付決定通知書により、当該申請者に

通知するものとする。 

（補助金の辞退等） 

第９条 交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助金の交

付を辞退するときは、前条第１項の補助金交付決定通知書を受けた日の翌日

から起算して１４日以内に、別記第６号様式による補助金辞退届を区長に提

出するものとする。 

２ 前項の補助金辞退届の提出があったときは、当該申請に係る交付決定はな

かったものとみなす。 

（補助事業の内容の変更） 

第１０条 交付決定者は、補助対象事業の内容を変更しようとするときは、あ

らかじめ別記第７号様式による補助対象事業変更承認申請書を区長に提出

し、承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限

りでない。 

２ 区長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、変更が

適当であると認めるときは、別記第８号様式による補助対象事業変更承認書

により、当該交付決定者に通知するものとする。この場合において、区長

は、必要に応じて条件を付すことができるものとする。 

（交付決定後の中止等） 

第１１条 交付決定者が、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき

は、あらかじめ別記第９号様式による補助対象事業中止（廃止）承認申請書

を区長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 区長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、中止又



は廃止が適当であると認めるときは、別記第１０号様式による補助対象事業

中止（廃止）承認書により、当該交付決定者に通知する。 

（状況報告） 

第１２条 交付決定者は、補助対象事業の遂行状況に関し区長が報告を求めた

ときは、速やかに書面により報告しなければならない。 

（事故等の報告） 

第１３条 交付決定者は、補助対象事業が予定の期間内に完了することができ

ないと見込まれるとき、又は補助対象事業の遂行が困難になったときは、速

やかにその理由その他必要な事項を書面により区長に報告しなければならな

い。 

（実績報告） 

第１４条 交付決定者は、補助対象事業が終了したときは、速やかに別記第１

１号様式による実績報告書に次に掲げる書類を添えて、区長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 別記第１２号様式による事業成果報告書 

(2) 別記第１３号様式による事業収支報告書 

(3) 領収書の写しその他の支払等を確認できる書類 

(4) 事業報告書（事業の様子を表す写真、成果物の写真等を含む。） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１５条 区長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、その

内容を審査し、及び必要に応じて現地調査等を行い、交付決定の内容及びこ

れに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定

し、別記第１４号様式による補助金確定通知書（以下「確定通知書」とい

う。）により、交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１６条 交付決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、速やかに別

記第１５号様式による補助金請求書を区長に提出するものとする。 

 （補助金の概算払等） 

第１７条 区長は、前条に規定する請求を受けたときは、補助金を支払うもの

とする。ただし、交付決定後に事業の円滑な遂行のため区長が特に必要があ

ると認める経費については、概算払をすることができる。 

２ 交付決定者は、前項ただし書の規定により補助金の支払を受けようとする

ときは、別記第１６号様式による概算払申請書を区長に提出しなければなら

ない。 

３ 区長は、前項の概算払申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、

概算払が必要と認めるときは別記第１７号様式による概算払承認通知書によ

り、不要と認めるときは別記第１８号様式による概算払不承認通知書により

交付決定者に通知するものとする。 

４ 交付決定者は、前項に規定する承認を受けたときは、速やかに別記第１９

号様式による概算払請求書を区長に提出するものとする。 

５ 区長は、前項に規定する請求を受けたときは、補助金を支払うものとす



る。 

６ 交付決定者は、第１項ただし書の規定により補助金の概算払を受けたとき

は、確定通知書の受領後、別記第２０号様式による補助金精算書を区長に提

出し、補助金を精算しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１８条 区長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 第１０条第１項に規定する申請があった場合において、区長の承認を得

られないとき。 

(5) 補助対象者又は補助対象事業の要件を満たさなくなったとき。 

(6) 中央区暴力団排除条例第７条に規定する暴力団の活動を助長し、又は暴

力団の運営に資すると認められるとき。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、この要綱又は法令に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、別記第２１号様

式による補助金交付決定取消通知書により、交付決定者に通知するものとす

る。 

３ 第１項の規定は、第１５条の規定により補助金の額を確定した後において

も適用するものとする。 

（補助金の返還） 

第１９条 区長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、当

該取消しに係る部分について既に補助金を交付しているときは、交付決定者

に対し、期限を定めてその返還を命じることができる。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の返還を命じるときは、別記第２２号様

式による補助金返還通知書により、交付決定者に通知するものとする。 

（書類の保管等） 

第２０条 交付決定者は、当該補助対象事業に係る収入及び支出の状況を明ら

かにした帳簿を備え、並びに収入及び支出について証拠書類を整理し、当該

補助対象事業が完了した年度の翌年度から５年間保管しなければならない。 

（検査） 

第２１条 交付決定者は、区長が補助対象事業の運営及び経理の状況その他必

要な事項について報告を求めたとき、又は区職員をして検査をさせたときに

は、これに応じなければならない。 

（違約金及び延滞金の納付） 

第２２条 交付決定者は、第１９条第１項に規定する補助金の返還命令（以下

「返還命令」という。）を受けたときは、その返還命令に係る補助金の受領

の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した

場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）に年１０．９

５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）

を納付しなければならない。 



２ 交付決定者は、返還命令を受けた場合において、これを納期限までに納付

しなかったときは、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納

付額に年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場

合を除く。）を納付しなければならない。 

（他の補助金との重複の禁止） 

第２３条 交付決定者は、補助対象経費について、他の補助制度と重複して補助

金の交付を受けてはならない。 

（委任） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項

は、企画部長が定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和６年１２月１５日から施行する。 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ 第８条の規定により交付を決定した補助金に係る第１８条から第２２条ま

での規定は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なお、効力を

有する。 

４ 令和６年度における第４条第２項第２号及び第９条第１項の規定の適用に

ついては、第４条第２項第２号中「第８条第１項に規定する交付の決定（以下

「交付決定」という。）の日」とあるのは「令和７年１月１日」と、第９条第

１項中「交付決定を」とあるのは「第８条第１項に規定する交付の決定（以下

「交付決定」という。）を」とする。 


